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2022 年 10 月 19 日 

報道関係各位 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

 

行政手続きにおけるデジタル証明書の実証実験を開始 

分散台帳技術で真正性を担保し、政府のデジタル推進に貢献 

 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（代表取締役社長：柘植 一郎、本社：東京都港区、略称：CTC）

は、行政手続きで使うデジタル証明書の実証実験を 2023 年 1 月から開始します。税制優遇制度での活

用を想定して、優遇の対象となる商品・サービスの購入履歴や属性情報の真正性を、分散台帳技術を

利用して担保できるようにする目的の実証実験です。 

 

政府はインターネットで流れるデータや本人情報の信頼性を担保する次世代のデジタル基盤

Trusted Web を推進しており、今回の実証実験は、一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）と

BlockBase 株式会社と合同で、Trusted Web の要件を備えたプロトタイプシステムの企画と開発を行うも

のです※1。 

 

想定しているケースは中小企業者を対象とした税制上の優遇措置※2 の手続きで、JISA が発行する工

業会証明書事業で Trusted Web の具現化を目指します。税制優遇の対象となるソフトウェアを購入した

企業は、確定申告時に JISA発行の工業会証明書を添付することで減価償却の特例や法人税額の軽減

措置が得られます。実証実験では、当工業会証明書をデジタルで発行するプロトタイプシステムを開発

し、証明書の申請・受付から審査・交付に至る業務プロセスも整理します。実証実験を通して、公的証明

書のデジタル化の仕組みやシステムを検討し、行政への申請や交付文書のペーパーレス化・押印レス

化の実現につなげます。 

プロトタイプとなるシステムは分散台帳技術を利用しており、検証では、オンラインで発行される証明

書について真正性や本人性を確認します。具体的には、商品型番・購入時期の購買履歴、会社名・代

表者・住所などの各種の属性情報、製造メーカーが発行する商品販売の証明書といったデータをオン

ラインで照合・確認する仕組みで、機能や性能の要件、課題などを洗い出します。 

 

JISA と BlockBase と合同でプロトタイプシステムの企画と開発を行い、CTC は、BtoC 向け ID 基盤ク

ラウドサービスである自社開発の「SELMID（セルミッド）」※3 の提供とプロジェクト全体の推進も担います。

現在標準化が進んでいるデジタル証明書技術 Verifiable Credentials（VC）や、分散型の識別子を表現

する Decentralized Identifiers（DID）などの活用で、証明書の発行がオンライン上で完結できる仕組みを

確立します。 

偽造や模倣を防ぐデジタル証明書の技術は、知的財産権の保護やセキュリティを担保して国際的な

データ流通を促進する、政府提唱のコンセプト「DFFT（Data Free Flow with Trust）」※4にもつながるもの

で、CTC は JISA と BlockBase と共同で、更なるプロトタイプシステムの拡張も視野に本実証実験に取り

組みます。 
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＜今後の予定＞ 

2022 年 10 月 実証実験で活用するプロトタイプシステムの要件定義と開発 

2023 年 1 月 実証実験の開始 

2023 年 3 月 成果報告書の作成 

 

※1 JISA は、内閣官房デジタル市場競争本部が実施する「Trusted Web の実現に向けたユースケース実証事業」の中

で、「法人税制と工業会証明書」のユースケースに応募し採択（2022 年 9 月 13 日）。詳細は、JISA が発表したプレ

ス リ リ ー ス 「 JISA の 提 案 が 「 Trusted Web の 実 現 に 向 け た ユ ー ス ケ ー ス 実 証 事 業 」 で 採 択 」 

( https://www.jisa.or.jp/public_info/press/tabid/3457/Default.aspx )を参照 

※2 中小企業の設備投資に対する企業力の強化や生産性の向上をめざした「中小企業経営強化税制」に基づく政策

税制。認定を受けた特定の商品やサービスに対して、即時償却又は取得価額の 10％税額控除を選択可能 

※3 教育機関や民間企業向けに学生や会員のアカウント管理と認証機能を持つ IDaaS（Identity as a Service）として、

2018 年からを提供開始 

※4 2019 年 1 月のダボス会議及び同年 6 月の G20 大阪サミットで、国際間で信頼性のあるデータの流通が経済成長を

促進すると考えのもと、国際的な枠組みやルール作りを政府が推進しているコンセプト 

 

※  その他、記載されている商品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。 

※  掲載されている情報は、発表日現在の情報です。最新の情報と異なる場合がありますのでご了承ください。 

 

以上 

 

＜報道機関からのお問い合わせ先＞ 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

広報部 

E-mail：press@ctc-g.co.jp 
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